
１　重要な会計方針

   　第２号議案 資料(１)—３を参照

(単位：円）

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

使途指定個人寄付

使途指定個人寄付

(単位：円）

科目 期首帳簿価格 取得価額 取得 減少
減価償却    累

計額
当期末残高

有形固定資産

　　建物 3,450,708 4,690,561 0 0 1,361,806 3,328,755

　　建物付属設備 737,522 2,681,748 0 0 2,099,195 582,553

　　器具及び備品 412,859 4,043,611 0 0 3,795,892 247,719

　　一括償却資産 0 1,124,200 0 0 1,124,200 0

　　ソフトウェア 0 0 0 0 0 0

合計 4,601,089 12,540,120 0 0 8,381,093 4,159,027

　(単位：円）

科目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

長期借入金 17,856,000 3,936,000 13,920,000

合計 17,856,000 0 3,936,000 13,920,000

(単位：円）

科目　
計算書類に計

上された金額

内役員及び近

親者との取引

(活動計算書）

受取寄付金 4,708,680 420,000

諸謝金 3,811,020 2,132,450

役員報酬 0 0

活動計算書計 8,519,700 2,552,450

(貸借対照表）

役員借入金 3,000,000 3,000,000

貸借対照表計 3,000,000 3,000,000

6　役員及び近親者との取引の内容

備考

子どもの権利擁護

センター事業

３　使途等が制約された寄付金等の内訳

　　　使途等が制約された寄付金等の内訳(正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。

４　固定資産の増減内訳

5　借入金の増減内訳

　　財務諸表の作成はＮＰＯ法人会計基準によっています。

　　同基準では、特定非営利活動促進法第28条第1項の収支計算書を活動計算書と呼んでいます。

　　（１）固定資産の減価償却について

　　　　　　定率法によっている。

　　（２）消費税の会計処理

　　　　　　消費税等の会計処理は税込方式によっている。

２　事業別損益の状況

計算書類に対する注記

RIFCRﾄﾚｰﾅｰ

養成事業

シンポジウム事業

使途指定個人寄付

シンポジウム共催金：神奈川立こども医療センター

シンポジウム助成金：社会福祉法人テレビ朝日福祉文化事業団

シンポジウム協賛金：厚生労働科学研究 沼口班、名古屋大学 石井研究室
0 2,092,300 2,092,300 0

0 300,000 300,000 0 RICOH社会貢献クラブ・FreeWill助成金

0 310,000 310,000 0
公益財団法人 毎日新聞社会事業団 

地方公共団体助成金：神奈川県

民間団体助成金：日本フィランソロピック財団

クラウドファンディング：CAMPFIRE
クリニック事業 0 2,889,500 2,889,500 0


